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10月31日に公表された第２四半期決算では、運輸事業は対前年＋503億円（105.6％）、営

業利益では＋285億円（125.0％）となっています。また過去最高益を記録した２０１８年度

の第２四半期決算では単体の営業収益は１兆560億円であり、今回の第２四半期決算１兆261

億円と比較すると96.5％まで回復しています。経営陣がこの間述べてきた「コロナ前には戻ら

ない」といったことはなく、現場の力によって好業績を実現したことは紛れもない事実です！ 

その一方で社員一人あたりの売り上げは大幅に増加しています。２０１８年度の売上人件費率

は21.29％、２０２３年度は20.46％と社員への投資は低く抑えられている中で、「もう一段の

増収を」と社員に求める経営姿勢を看過することはできません！ 

この間、輸送サービス労組は投資のあり方についても指摘してきました。第２四半期決算では

今年度わずか半年の中で社債を新たに発行し、有利子負債残高がさらに増えています。不動産に

ついても収益性が著しく低下した物件の減損損失を計上しています。有利子負債の増加や投資を

経営判断として行ったにも関わらず、それを理由として年末手当を抑え込むことはあってはなり

ません！ 


